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補 助事業名 平成29年度貿易障害から見た主要国流通関連と法的諸規制の調査研究補

助事業 

補助事業者名 一般財団法人 国際貿易投資研究所 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

日本、米国、独・ＥＵ，中国、印度の流通に関わる法的規制、紛争事例、商習慣とその背

景となる現地社会の経済社会文化的土壌を調査研究することによって、わが国の事情」の相

対的な独自性を検証し、将来の各国との流通規制にかかわる共通の枠組みを設定する多国間

会合に向けた事前情報として官民関係者に提供するとともに、企業向けには輸出仕向け国、

輸出競合国と比べて流通面で不利な立場に置かれないよう、参考情報を提供することを目的

とする。 

（２）実施内容 

貿易障害から見た主要国流通関連と法的諸規制の調査研究(http://www.iti.or.jp) 

当研究所内に「貿易障害から見た主要国流通関連と法的諸規制の調査研究会」を設置して日

本、EU、インド、米国及び中国における流通関連規制等の最新動向について調査研究し成果

を報告書に取りまとめた。 

また、「主要国の流通事情変化と法的諸規制の動向」セミナーを日本貿易会（ジェトロ）

との共催により開催した。 

＜研究委員会＞ 

第１回研究会開催 平成２９年 ９月２９日    

第２回研究会開催 平成２９年１０月２７日 

第３回研究会開催 平成２９年１１月１４日 

第４回研究会開催 平成２９年１２月１８日 

第５回研究会開催 平成３０年 １月１２日 

 

 

 

＜セミナー＞ 

「主要国の流通事情変化と法的諸規制の動向」セ

ミナー開催 

平成３０年 ３月２３日 

 

 

 



２ 予想される事業実施効果 

昨今の電子商取引を主とする流通市場は急激に変化しておりそれに関連してメーカーと

卸、小売業との関係も流動的になっている。従来のメーカー優位から大手小売業の優位が台

頭している。このため流通をめぐる紛争事例も新たな局面を呈している。いわばビジネスの

実態が先行する形で、各国政府の法的な枠組みづくりが追い付けない現状であり、この部門

はわが国で専門家も極めて少なく、啓蒙的な論文もほぼ皆無といってよい。この意味で主要

国の流通市場変化に対応した法規制の実態調査は、わが国関係者にとってかねてから切望さ

れている課題である。 

 「主要国の流通事情変化と法的諸規制の動向」セミナーの開催に際して、参加申し込みが

当初の予定人数を大幅に上回って参加をお断りするなど、同テーマに高い関心があることか

ら今後も各国の動向、実態調査の必要性が高いものと思われます。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

「主要国の流通事情変化と法的諸規制の動向」報告書 

(http://www.iti.or.jp/report_69.pdf) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際貿易投資研究所 （コクサイボウエキトウシケンキュウショ） 

住  所： 〒104-0045 

東京都中央区築地１丁目４番５号 

代 表 者： 理事長 畠山襄 （ハタケヤマノボル） 

担当部署： 総務部 （ソウムブ） 

担当者名： 審議役 寺川光士 （テラカワコウジ） 

電話番号： 03-5148-2601 

F  A  X： 03-5148-2677 

E - m a i l： webmaster@iti.or.jp   

Ｕ Ｒ Ｌ： (http://www.iti.or.jp) 


